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近年の経常収支の推移について 

 

1. 経常収支の近年の推移をみると、原油価格の低下などを受け貿易収支が 2016 年以降、黒字化する中、第一

次所得収支の黒字が高水準で推移しており、サービス収支の赤字幅は減少傾向にある（図１）。以下に、経

常収支の大半を占める第一次所得収支と赤字幅の減少がみられるサービス収支の推移について確認する。 

2. 第一次所得収支は、直接投資収益、証券投資収益が主であるが、近年、直接投資収益が拡大している（図

２）。直接投資収益を地域別にみると、欧米に比べアジアが大きいことがわかる（図３）。さらに、アジア

の国別にみると、中国、タイが半分を占めており（図４）、これは日本企業が多く進出する両国におけるオ

ートメーション化需要の高まり（※１）などが投資を誘因しているものと考えられる（表１）。 

3. 次にサービス収支の推移をみると、輸送収支が概ね横ばいで推移する中、旅行収支の黒字幅が年々拡大して

いる（図５）。これは、日本からの出国者が概ね横ばいである中、訪日外客数が増加しているためとみられ

る（図６）。国別に訪日外客数をみると、中国、韓国などの東アジアからが大半となっており、航空路線の

拡充やクルーズ船寄港数の増加などが一因とみられる。ただし、一人当たりの消費額については、中国の伸

びに一服感がみられ、全体としても概ね横ばいとなっている（図７）。 

4. また、サービス収支の内訳のうち、その他サービス収支についてみると、知的財産権等使用料の黒字幅が拡

大している（図８）。知的財産権等使用料については、産業財産権等使用料と著作権等使用料（※２）に大

別され、産業財産権等使用料の黒字が増加する中、著作権等使用料は赤字が続いている（図９）。著作権等

使用料の赤字は、ソフトウェア使用権料などが多額に上るためとみられる。 

5. 産業財産権等使用料の受取について業種別に確認するため、「科学技術研究調査」による技術輸出（※３）

の推移をみると、自動車などの輸送用機械器具製造業が多くを占めている他、医薬品製造業についても増加

がみられる（図 10）。輸送用機械について内訳をみると、アジアや北米向けが多く、また親子会社間取引

の占める割合が高い（表２、３）。これは、日本の各自動車メーカーの海外進出の拡大によるものとみら

れ、海外生産台数の伸びとともに、産業財産権等使用料の受取が増加している（図 11）。医薬品について

は、親子会社間取引の占める割合が相対的に低く（図 12）、親子関係にない海外企業からの特許権使用料

などが多くなっている。 

6. 今後、海外進出の拡大に伴う直接投資や産業財産権等使用料のさらなる増加、引き続きインバウンド需要を

取り込んだ旅行収支の増加が期待される。 

※１ 中国では、製造業の発展に関する「中国製造 2025」計画を進めており、タイでは、持続的な付加価値を創造できる社会を目指す

「タイランド 4.0」に向けた政策を行っている。 

※２ 産業財産権等使用料には、特許権、商標権などの使用料の他、技術情報の使用料などが計上され、著作権等使用料には、ソフトウ

ェア、音楽、映像等を複製・頒布するための使用権料、著作物（音楽、映像、キャラクター等）の使用料、放映権料などが計上さ

れる。 

※３ 「科学技術研究調査」（総務省）による「技術貿易」とは、外国との間における特許権、ノウハウの提供や技術指導等、技術の提

供又は受入れをいう。 
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図１ 経常収支の推移

第一次所得収支 貿易収支 サービス収支

第二次所得収支 経常収支

（兆円）

（備考） 財務省・日本銀行「国際収支統計」により作成。
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図３ 直接投資収益（受取・地域別）

アジア 北米 EU

（兆円）

（年）

（備考） 財務省・日本銀行「国際収支統計」により作成。
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図４ 直接投資収益（受取・アジア国別）

中国 タイ

シンガポール 香港

台湾 韓国

その他 アジア

（兆円）

（年）

（備考） 財務省・日本銀行「国際収支統計」により作成。
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図５ サービス収支の推移

旅行 輸送

その他サービス サービス収支

（兆円）

（年）

（備考） 財務省・日本銀行「国際収支統計」により作成。
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図６ 訪日外客数と出国者数

中国 韓国 台湾

香港 ヨーロッパ計 米国

その他 総数 出国者数

（百万人）

（年）

（備考）日本政府観光局（ＪＮＴＯ）「訪日外客数」により作成。
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図２ 第一次所得収支の推移

直接投資収益 証券投資収益

その他 第一次所得収支

（兆円）

（備考） 財務省・日本銀行「国際収支統計」により作成。
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図７ 訪日外客の一人当たり消費額の推移

全体 中国 韓国 アメリカ イギリス

（千円）

（年）

（備考）１．観光庁「訪日外国人消費動向調査」により作成。

２．2018年第１四半期は速報値。

表１　日本企業による直近の直接投資事例（各種報道による）
業種 投資国 概要

一般機械 中国
工場の自動化ニーズの活発化に対応するため、現地の生産拠
点拡大を図る。

輸送機械 中国
現地での生産能力増強や電気自動車などの開発に投資する
他、電動車の基幹部品の工場などを建設。

電気機械 タイ バンコクでエアコン部品や電子基板を実装する工場を新設。

輸送機械 タイ 海外企業との合弁会社を設立し、車両生産を行う。



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

担当：内閣府 政策統括官（経済財政分析担当）付参事官（総括担当）付 

柴田 英樹 （直通 03-6257-1569） 

本レポートの内容や意見は執筆者個人のものであり、必ずしも内閣府の見解を示すものではない。 

表２　技術輸出額と地域別割合（2016年度）

アジア 北アメリカ ヨーロッパ

全体 35,719 38.6 43.7 15.0

輸送用機械 21,500 38.3 52.8 5.3

医薬品 4,442 1.3 38.4 60.4

輸出額
（億円）

地域別割合（％）

表３　技術輸出に占める親子会社間取引の割合（2016年度）

　

輸出額
（億円）

うち親子会社間
（億円）

親子会社間比率
（％）

全体 35,719 27,335 76.5

輸送用機械 21,500 18,928 88.0

医薬品 4,442 1,799 40.5

（備考）　総務省「科学技術研究調査」により作成。
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図８ その他サービス収支の推移

その他業務サービス

個人・文化・娯楽サービス

維持修理サービス

保険・年金サービス

建設

公的サービス等

金融サービス

知的財産権等使用料

委託加工サービス

通信・コンピュータ・情報

サービス
その他サービス

（兆円）

（年）

（備考） 財務省・日本銀行「国際収支統計」により作成。
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図９ 知的財産権等使用料の推移

産業財産権等使用料 著作権等使用料

知的財産権等使用料

（兆円）

（年）
（備考） 財務省・日本銀行「国際収支統計」により作成。
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図10 技術輸出の推移

輸送用機械器具 医薬品

その他 全体

（兆円）

（備考） 総務省「科学技術研究調査」により作成。作成。務省「科学技術研究調査」

により作成。
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図11 自動車の海外生産台数と産業財産権等使用料の受取

産業財産権等使用料（受取）

自動車海外生産台数（目盛右）

（兆円） （万台）

（年）
（備考） 財務省・日本銀行「国際収支統計」、日本自動車工業会により作成。
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図12 医薬品の技術輸出の推移

医薬品全体 うち親子会社間 親子会社間比率（目盛右）

（億円）

（備考） 総務省「科学技術研究調査」により作成。作成。務省「科学技術研究調査」

により作成。

（年度）

（％）


